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令和８年度

仕  様  書

( 随時監理用 )

徳島県県土整備部営繕課

委託業務名：Ｒ８営繕　川島高等学校　吉・川島　北棟改修監理業務



仕様書（随時監理用）

１ 総則

２ 業務概要

(1)

(2)

(3) 契約書による。

(4)

　本業務の対象となる工事（以下「対象工事」という。）は、次のとおりとする。

工　　　事　　　名 工  　期 設計金額（千円） 備　考

 

委 託 業 務 名 Ｒ８営繕　川島高等学校　吉・川島　北棟改修監理業務

吉野川市川島町桑村

業務対象工事

Ｒ８営繕　川島高等学校　吉・川島
北棟屋上改修工事

　契約締結日の翌日から
　令和９年６月10日まで

Ｒ８営繕　川島高等学校　吉・川島
北棟改修工事電気

　契約締結日の翌日から
　令和10年１月10日まで

Ｒ８営繕　川島高等学校　吉・川島
北棟改修工事空調（企育）

　契約締結日の翌日から
　令和10年１月10日まで

約637,269千円

(1) 受託者（以下「乙」という。）は、設計図書（図面、工事仕様書等（閲覧補足説明書及び同書に対

する質問回答書を含む。以下同じ。）をいう。以下同じ。）、工事請負契約書及び関係法令の内容に

ついて熟知の上、工事現場の状況に精通し、工事が完全に施工されるよう公正な立場に立って、かつ

責任をもって以下の監理業務を行うものとする。

(2) 委託者（以下「甲」という。）は、業務対象工事の監督員業務のうち、本仕様書で定める業務につ

いて乙に委託する。

Ｒ８営繕　川島高等学校　吉・川島
北棟内部改修工事建築

　契約締結日の翌日から
　令和10年１月10日まで

委託業務箇所

履 行 期 間

(3) 乙は、本業務を履行するにあたり業務担当技術者を定めるものとする。また、乙は業務担当技術者

のうちから監督員の業務を分担する者を定め甲に通知し、その承諾を得るものとする。

(4) 乙は工事監理にあたり、設計、施工内容上疑義が生じた場合は、直に県の監督員（以下「県監督

員」という。）に通知し、県監督員及び県が必要と認めて派遣する設計者と協議のうえ、適切に監理

を行うものとする。

(5) その他、この仕様書に定める業務の処理に関して疑義が生じた場合は、速やかに甲乙協議して定め

るものとする。

Ｒ８営繕　川島高等学校　吉・川島
北棟外部改修工事

　契約締結日の翌日から
　令和９年６月10日まで



３ 業務内容

(1) 　設計監理業務

ア 　設計意図を工事受注者に正確に伝えるために必要な打合せ及び図面等の作成

(2) 　現場監理業務

ア

ウ 　工事に関連する関係諸機関との協議

エ 　関連する２以上の工事における工程等の調整

オ 　県監督員と工事受注者及び関係機関等との連絡

カ 　工事の内容に変更等の必要があると認められた場合、その理由及び事項の報告

キ 　対象工事の竣工検査、部分払い検査、中間検査及び部分使用に係る検査に対する協力

ク 　契約図書に基づき、工事受注者から県監督員に提出される書類等の整理

ケ 　工事に関する官公署への提出書類等の作成

コ 　現場定例会議及び県監督員との協議等の議事録の作成

サ 　現場定例会議への参加と会議の進行に係る業務（管理技術者:１回/月、主任担当技術者:毎回）

４ 業務担当技術者の種別及び資格等

業務担当技術者は次のとおりとする。

(1) 　管理技術者（１名以上）

５ 業務の処理要領

(1) 　甲は県監督員を定め乙に通知する。

(4) 　乙は、業務を処理した場合は、その都度、その概要を文書により県監督員に報告するものとする。

甲は対象工事について、工事請負契約の締結又は変更を行った場合、若しくは工事受注者に対し

て、この業務に関する内容の指示を与えたときは、遅滞なく乙にその内容を通知するものとする。

　なお、工事受注者に対する設計変更指示は、甲のみが行い、乙が行うことはできない。

(1)から(4)以外の処理業務については、別表「工事監理業務一覧表」によるものとする。また、当

該業務の処理方法は、別に定める「工事監理業務処理要領表」を参考にする。

　なお、別表に定めのない事項については、甲乙協議のうえ実施するものとする。

(3)

(2)

乙は、業務の経緯及び履行状況が確認できるように、必要な図書及び記録を整理し、県監督員の指

示により直ちに提出するものとする。

(5)

管理技術者は、一級建築士の資格を有し、かつ対象工事全般についてその設計図書を掌握し、工事

の施工監理について高度の技術・経験及び能力を有するものとする。

主任担当技術者は、工事について、その設計意図を充分に理解し、設計内容に精通すると共に、工

事の施工監理について相当の経験と能力を有するもので、大学卒業後５年以上又はそれと同等の経験

を有するものとする。

イ 設計図書に基づいて工事受注者が作成する各種施工図、模型、材料、仕上げ見本及び機器製作図

の検討及び承諾

ウ 　設計変更が生じた場合の、県監督員等との協議並びに設計変更図書の作成及び工事費の積算

　なお、変更設計書については、営繕積算システムRIBC2データで提出すること。

　設計図書に基づく工程の管理、立会、工事施工状況の検査及び工事材料の試験若しくは検査

イ 契約の履行に関し、県監督員が工事受注者に対して行う指示、承諾又は協議についての事前の検

討

主任担当技術者（建築担当技術者、設備担当技術者 各１名以上 ただし、上記(1)以外の者とす

る。）

(2)



(6) 　乙は、甲に下記の書類を提出するものし、様式については甲の指示によるものとする。

ア 　契約締結後14日（休日等を除く）以内

　・業務計画書

イ 　各月末（翌月の10日までに提出）

　・工事監理状況報告書

ウ 　部分引渡し時

　・委託業務部分引渡しに係る検査請求書

　・工事進行写真、監理日誌、打合せ簿及び各種記録簿

エ 　完了時

　・委託業務完了報告書

　・工事竣工及び完了写真、監理日誌、打合せ簿及び各種記録簿

オ 　随時　

　・別表「工事監理業務一覧表」で定められた報告書類

　・議事録

　・その他必要な書類

６　貸与品

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

７　その他

(2) 　工事の出来高については、令和８年度：約50％、令和９年度：約50％である。

(1)

追加設計変更が生じた場合は、営繕課が定める監理委託料変更算定基準により委託料の変更を行

う。ただし、設計に契約不適合がある場合は除く。（契約不適合がある場合は当初設計受託者が設計

変更を行う。）

受注者は、設計業務等の適正な実施のために必要な技術的能力の向上、情報通信技術を活用した設

計業務等の実施の効率化等による生産性の向上並びに技術者の育成及び確保並びにこれらの者に係る

賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならない。

年度末及び部分引渡し時には、工事の出来高に応じ、各年度の契約額の範囲内で部分引渡しに係る

業務委託料の支払いをすることができる。

※ 休日等とは、土曜日、日曜日、祝日等（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第１

条に規定する行政機関の休日のことをいう。

この業務を行うにあたり必要な資料は、発注者から貸与又は閲覧することができる。貸与されたも

のは業務完了時に、速やかに返却するものとする。

対象工事の設計図書に定められた監督員事務所及びその備品のうち、県監督員の指定するものは、

この業務に関し無償で使用することができる。これらの貸与品は、善良な管理者の注意をもって使用

しなければならない。

受注者は、本業務に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報を業務計画書の業務担当

者に記載される者及び再委託先以外には秘密とし、また、当該業務の遂行以外の目的に使用してはな

らない。

受注者は、当該業務に関して発注者から貸与された情報その他知り得た情報を当該業務の終了後に

おいても第三者に漏らしてはならない。

取り扱う情報は、アクセス制限、パスワード管理等により適切に管理するとともに、当該業務のみ

に使用し、他の目的には使用しないこと。また、発注者の許可なく複製・転送等しないこと。

受注者は、当該業務完了時に、業務の実施に必要な貸与資料（書面、電子媒体）について、発注者

への返却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。

受注者は、当該業務の遂行において発注者から貸与された情報その他知り得た情報の外部への漏洩

若しくは目的外利用が認められ又はそのおそれがある場合には、これを速やかに発注者に報告するも

のとする。

(3)

(4)



別表

工 事 監 理 業 務  一 覧 表
処理区分　

　業務事項

　１　書類関係

　　施工管理技術者 ○ ○ ○

　　技術者台帳 ○ ○ 　県へ直接

　　電気保安技術者 ○ ○ △

　　工事用電力設備保安責任者 ○ ○ △

　　技能資格者証明 ○ ○ △

　　技能士チェックシート ○ ○ △

　　施工体系図 ○ △ ○ ○ △

　　施工体制台帳 ○ △ ○ ○ △

　　再下請負通知書 ○ △ ○ ○ △

　　工事部分払検査請求書 ○ ○ ○ ○

　　工事施工報告書 ○ ○ ○ ○

　　工事報告（進達・質疑）書 ○ ○ ○

　　火災保険等 ○ ○ ○ ○ 　火災保険、建設工事保険

　　事故報告書 ○ ○ ○ ○ ○

　　工事中止・解除通知 ○ ○ ○ △ ○ ○

○ △ ○ ○

　　設計変更箇所確認書 ○ ○ ○ ○

　　材料品検収願 ○ △ ○ ○ 　出荷証明等

　　工事竣工検査請求書 ○ ○ ○ ○

　　完成図・工事写真・その他 ○ ○ ○ ○ 　保全に関する資料

　２　準備

　　工事予定表 ○ ○ ○

　　実施工程表 △ ○ ○ ○

　　総合施工計画書 △ ○ ○ ○

　　施工見本 △ ○ ○ ○ △ ○

　　仕上材、（色）の決定 ○ ○ ○ ○ △ ○

　　施工図 △ ○ ○ △

　　工種別施工計画書 △ ○ ○ ○

　３　材料

　　配合計画書 △ ○ ○ ○

　　機器製作図（機材承認図） △ ○ ○ ○

　　同等品使用願 ○ ○ ○ ○ ○

　　材料品検収願 △ ○ ○ ○ ○

　　材料・製品検査（試験）、
　　工場検査

△ △ ○ △ ○ △ △ △

　　設計変更箇所一覧表

○ ○ ○
　消防署、労基局、警察署、
　保健所等

　県へ直接

　　官公署竣工検査
○ ○ ○

○ ○
　　工事実績情報サービス
　　（CORINS）

○
　工程段階支払率表による
　県へ直接

　　現場代理人及び主任技術者
　　等選任（変更）通知書

○

○
　県へ直接

○

　　工事工程表

確
認

検
査

協
議

業務担当技術者 県監督員

備　　考立
会

指
示

承
諾

同
意

確
認

検
査

処
理

調
査

報
告

立
会



処理区分　

　業務事項

　４　安全関係

○ ○ ○ △ ○ 　支障物件確認書

　　仮囲い等 ○ ○ ○ △ △ 　安全再確認シート

　　墜落防止チェックシート ○ ○ △

○ ○ ○ △ ○ 　足場チェックリスト

　５　施工

　　一工程の施工確認 ○ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ △ △ 　一工程毎

　　工法提案 ○ ○ ○

　　墨出検査 △ ○ ○ △ △

　　文化財発見 ○ ○ ○ △ △

　　根切り完了 △ ○ ○ △ △

　　発生材処理 △ ○ ○ △ △

　　鉄筋組立 ○ ○ ○ ○ △ △ 　各部位毎

　　鉄筋超音波探傷試験 ○ ○ ○ ○ △ △ △

　　コンクリート工事 ○ ○ ○ ○ △ △

　　機器搬入取付 ○ △ ○ △ △

　　各工事区分間の調整 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　各種測定結果表 ○ ○ △

　　公害関係 ○ ○ ○ ○ ○

　　部分払検査、中間検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　部分使用に係る検査 △ △ ○ ○ ○ ○

　　竣工検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　手直し検査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

凡例： △　必要とする場合のみ

（注）： 等の用語の定義は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書による。

　　　対象工事により必要となる業務事項を適用する。

立会

○ △ △

　スリーブ配管、インサート
　取付等

　　設備機能試験
　　（検査・調整を含む）

○ ○

○ △ ○ △

○
　　施設管理者と各工事との
　　調整

　　埋設物等の重要な施工
△ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

　　支障物件確認書

県監督員の確認後の工事着手とする。

　　足場

県監督員の確認後の足場使用開始とする。

確
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